
令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の実施状況及び効果検証

実施
計画
No.

事業名 所管課
計画申請時の事業概要

（①目的・効果、②交付金を充当する経費内容、③積算根拠（対象数、単価等）、④事業の対象（交付対象
者、対象施設等））

事業始期 事業終期
充当対象
事業費

決算額（円）

成果
（定量評価）

効果検証

1 1

浜松市電力・ガス・
食料品等価格高騰重
点支援給付金支給事
業【低所得者世帯給
付金】

福祉総務課

①コロナ禍において、エネルギー・食料品等の価格高騰による負担増に直面している低所得者世帯（住民税
非課税世帯等）に対する支援
②低所得者世帯に対する給付金
③給付金総額
　令和5年度分の住民税均等割非課税世帯 67,600世帯×30千円
　令和5年の家計急変世帯　　　　　　　　   　　　  600世帯×30千円
④令和5年度分の住民税非課税世帯及び令和5年の家計急変世帯

R5.5.1 R5.12.26 2,003,040,000 給付金支給世帯：66,768世帯

低所得者世帯（住民税非課税世帯
等）に対する支援を実施すること
でエネルギー・食料品等の価格高
騰への負担軽減に繋がった。

2 2

浜松市電力・ガス・
食料品等価格高騰重
点支援給付金支給事
業（事務費）

福祉総務課

①コロナ禍において、エネルギー・食料品等の価格高騰による負担増に直面している低所得者世帯（住民税
非課税世帯等）に対する支援
②低所得者世帯に対する給付金支給に係る事務費等
③事務費
・人件費4,170千円（報酬1,163千円　職員手当等2,760千円　共済費247千円（会計年度任用職員人件費及び
職員超過勤務手当））
・事務費209,408千円（需用費265千円　役務費28,351千円　委託料180,557千円　使用料及び賃借料15千円
工事請負費220千円）
④浜松市

R5.5.1 R5.12.31 203,873,668 給付金支給世帯：66,768世帯

低所得者世帯（住民税非課税世帯
等）に対する支援を実施すること
でエネルギー・食料品等の価格高
騰への負担軽減に繋がった。

3 7
救護施設物価高騰対
策費助成事業

福祉総務課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰においても安定的な事業運営を行うため、救護施設運営事業者の光
熱費等に対し助成を行う。
②救護施設運営事業者への光熱費等の価格上昇相当の一部を支援することに要する経費
③補助金6,865千円
 ・電気・ガス  （支援基本額）1,545千円×（補助率）1/2×4施設
 ・食料費　  　（支援基本額）1,888千円×（補助率）1/2×4施設
④市内救護施設

R5.6.26 R5.9.20 6,864,800

市内救護施設（4施設）に対し、電
気・ガス、食料費の価格上昇相当
分の1/2を補助
（交付金額：6,864,800円）

救護施設運営事業者へ光熱費等の
価格上昇相当の一部を支援するこ
とで、コロナ禍における原油価
格・物価高騰においても安定的な
事業運営を継続することができ
た。

4 8
障害福祉施設等物価
高騰対策費助成事業

障害保健福祉
課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰及においても安定的な事業運営を行うため、障害福祉サービス事業
者における光熱費等の負担を軽減する。
②障害福祉サービス事業者への電気・ガス料金の価格上昇相当の一部を支援することに要する経費
③郵便料60千円、その他事務経費（印刷製本費外）624千円、補助金106,312千円（704事業所）
・通所系サービス　※就労定着支援除く
　定員20人以内　　  257千円×309事業所×1/2＝  39,707千円
　定員21～40人　　  377千円× 35事業所×1/2＝   6,597千円
　定員41～60人　　  602千円×   9事業所×1/2＝  2,709千円
　定員61人以上　　  947千円×   6事業所×1/2＝  2,841千円
・入所系サービス
　定員20人以内　　  423千円×100事業所×1/2＝ 21,150千円
　定員21～40人　　  564千円× 19事業所×1/2＝  5,358千円
　定員41～80人　　  826千円× 10事業所×1/2＝  4,130千円
　定員81～120人　1,914千円×   5事業所×1/2＝  4,785千円
　定員121人以上　3,746千円×　 3事業所×1/2＝  5,619千円
・訪問系・相談系・通所系サービス　※通所系は就労定着支援のみ
　129千円×208事業所×1/2＝13,416千円
④市内障害福祉サービス等事業者

R5.6.26 R5.11.8 81,894,205 補助金交付件数　140件

新型コロナウイルス感染症の影響
が長期化し、原油価格・物価高騰
による影響を受けている障害福祉
サービス事業者に対して支援を実
施することで、安定的な事業運営
を継続することができた。



実施
計画
No.

事業名 所管課
計画申請時の事業概要

（①目的・効果、②交付金を充当する経費内容、③積算根拠（対象数、単価等）、④事業の対象（交付対象
者、対象施設等））

事業始期 事業終期
充当対象
事業費

決算額（円）

成果
（定量評価）

効果検証

5 9
老人福祉施設等物価
高騰対策助成事業

高齢者福祉課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰においても安定的な事業運営を行うため、高齢者福祉事業者の光熱
費等に対し助成を行う。
②高齢者福祉事業者への電気・ガス料金の価格上昇相当の一部を支援することに要する経費
③郵便料15千円、補助金69,230千円（70施設）
・光熱費
養護老人ホーム4施設、軽費老人ホーム10施設、生活支援ハウス3施設、有料老人ホーム18施設、サービス付
き高齢者向け住宅33施設のうち
定員29人以下の施設：29施設×1,199千円×1/2 ＝17,386千円
定員30～100人の施設：38施設×2,377千円×1/2＝45,163千円
定員101～130人の施設：1施設×4,644千円×1/2＝ 2,322千円
・食料費
養護老人ホーム6施設×1,453千円×1/2＝4,359千円
④市内高齢者福祉事業者

R5.6.26 R5.10.4 69,238,000 補助金交付件数　70件

新型コロナウイルス感染症の影響
が長期化する中で、原油価格・物
価高騰による影響を受けている高
齢者施設運営事業者に対して支援
を実施することで、光熱費等の負
担を軽減した。

6 10
介護施設等物価高騰
対策助成事業

介護保険課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰においても安定的な事業運営を行うため、介護サービス事業者の光
熱費等に対し助成を行う。
②介護サービス事業者への電気・ガス料金の価格上昇相当の一部を支援することに要する経費
③郵便料61千円、補助金383,644千円（1,096事業所）
・居宅介護支援、訪問介護、訪問看護、訪問リハ、訪問入浴介護
　446事業所×57千円×1/2＝12,711千円
・地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護
　（入浴なし）26事業所×114千円×1/2＝   1,482千円
　（入浴あり）97事業所×267千円×1/2＝12,949.5千円
・通所介護、通所リハ
　（通常規模型）177事業所×  601千円×1/2＝53,188.5千円
　（大規模型）   42事業所×1,067千円×1/2＝  22,407千円
・小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、短期入所生活介護（単独型・併設型）
　100事業所×917千円×1/2＝45,850千円
・認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設、特定施
設入居者生活介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院
　（29人以下）  94事業所×1,199千円×1/2＝   56,353千円
　（30～100人 ）91事業所×2,377千円×1/2＝108,153.5千円
　（101～130人）11事業所×4,644千円×1/2＝   25,542千円
　（131～200人） 9事業所×6,930千円×1/2＝   31,185千円
　（201人以上）  3事業所×9,215千円×1/2＝ 13,822.5千円
④市内介護サービス事業者

R5.6.26 R5.10.25 338,746,000
浜松市介護施設等物価高騰対策助
成事業費補助金交付件数　236件

新型コロナウイルス感染症の影響
が長期化する中で、原油価格・物
価高騰による影響を受けている介
護サービス等事業者に対して支援
を実施することで、光熱費等の負
担を軽減した。

7 11
社会的養護体制整備
事業

子育て支援課

①コロナ禍における物価高騰対策として、物価高騰の影響を受ける事業に必要な経費の一部を助成すること
により、事業者の負担軽減を図ること
②光熱費（養育環境の提供に要する電気代・ガス代）及び食糧費（人件費、什器購入費、輸送に係る費用等
の諸経費は除く）
③④【対象施設／対象数／単価／交付額（千円未満切り捨て）】
乳児院／72人／3550円／256000円
母子生活支援施設／264世帯／1750円／462000円
児童養護施設／1260人／2500円／3150000円
児童自立生活援助事業所／120人／3800円／456000円
小規模住居型児童養育事業所／72人／3850円／277000円

R5.7.1 R5.10.25 4,598,000
・交付件数：9施設
（交付金額：4,598,000円）

光熱費、食材費の価格上昇分の一
部を補助することにより、コロナ
禍における物価高騰の影響を受け
ている児童養護施設等の負担を軽
減することができた。



実施
計画
No.

事業名 所管課
計画申請時の事業概要

（①目的・効果、②交付金を充当する経費内容、③積算根拠（対象数、単価等）、④事業の対象（交付対象
者、対象施設等））

事業始期 事業終期
充当対象
事業費

決算額（円）

成果
（定量評価）

効果検証

8 12
子供の貧困対策総合
支援事業

子育て支援課

①コロナ禍において物価高騰に直面する事業者への助成金の補助基準額を引き上げることで、事業者の負担
軽減を図ること
②居場所の立ち上げ、運営に係る経費
③庁内統一の物価上昇率による補助上限額及び申請見込数の引き上げ
　A.子ども食堂：25,000円（77,000円→102,000円）
　　 見込数：19団体（18→19）
　　 差額：25,000×18+102,000＝552,000円
　B.学習支援：22,600円（77,000円→99,600円）
　　 見込数5団体（4→5）
　　 差額：22,600×4+99,600＝190,000円
　C.両事業：30,000円（102,000円→132,000円）
　　 見込数：10団体（10→10）
　　 差額：30,000×10＝300,000円
　差額合計：552,000+190,000+300,000＝1,042,000円
④子ども食堂や学習支援など子どもの居場所を提供する運営団体

R5.4.1 R6.3.21 133,800
交付先：5団体
（交付金額：133,800円）

光熱費、食材費の価格上昇に伴い
補助上限額を引き上げて補助した
ことにより、コロナ禍における物
価高騰の影響を受けている事業者
の負担を軽減することができた。

9 13
保育材料及び児童給
食賄材料事業

幼保運営課

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する食材費の増額分について、保護者の負担を増やすことな
く、安定した昼食を提供する
②高騰した分の食材購入費（需用費）
③6,000円×1,808人
④園児の保護者

R5.4.1 R6.2.29 10,848,000
延対象児童数
公立保育園　21,585人

物価が高騰する中、保護者の負担
を増やすことなく昼食を提供でき
た。

10 14
私立保育所等事業費
助成事業

幼保支援課

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する光熱費や食材費の負担軽減を図る
②高騰した光熱費、食材購入費に対する補助及び交付金
③積算根拠※園の区分ごとに千円単位切り上げ
補助単価5,050円×園ごとの児童数
・認定こども園　　5,050円×10,625人＝53,657千円
・私立保育所　　　5,050円× 3,456人＝17,453千円
・小規模保育事業　5,050円× 　710人＝ 3,586千円
・事業所内保育事業　5,050円× 391人＝ 1,975千円
・認証保育所　　　5,050円×　 267人＝ 1,349千円
・企業主導型保育事業　5,050円×757人＝3,823千円
・認可外保育施設　   5,050円×704人＝ 3,556千円
④私立保育所等　269園

R5.4.1 R6.2.28 82,614,700

認定こども園　　：79施設
私立保育所　　　：39施設
小規模保育事業　：53施設
事業所内保育事業：11施設
事業費：78,128,550円
（内訳）光熱費：31,715,550円
　　　　食材費：46,413,000円
認可外保育施設：46施設
事業費：4,486,150円
（内訳）光熱費：1,933,150円
　　　　食材費：2,553,000円

物価が高騰する中、保護者の負担
を軽減し、安心・安全な保育所運
営及び昼食を提供できた。

11 15 里親支援事業 児童相談所

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する光熱費・食材費の増額分について、里親の負担を増やす
ことなく、里親委託児童の安定した養育環境を維持するための支援
②物価高騰に伴う光熱費・食材費に対する助成
③負担金補助及び交付金　905千円（対象は里親委託児童を受託している里親で、受託児童数に応じて1人あ
たり月額1,300円（基準額2,600円×1/2）助成する。対象児童数696人）
④里親

R5.4.1 R6.3.27 691,000
・交付件数：45件
（交付金額：691,000円）

光熱費、食材費の価格上昇分を補
助することにより、コロナ禍にお
ける物価高騰の影響を受けている
里親家庭の負担を軽減することが
できた。

12 16
家庭系廃棄物等収集
運搬支援事業

一般廃棄物対
策課

①コロナ禍における原油価格高騰に伴い燃料費の負担が増加している一般廃棄物等収集運搬事業者への支援
により、市民生活に不可欠な一般廃棄物処理等の安定化を図る。
②市内の一般廃棄物等収集運搬事業者の対象車両への交付金
③支援内容(家庭系一般廃棄物収集運搬業務・路上死亡動物回収業務：8～26千円/台　206台)
（内訳：■家庭系一般廃棄物収集運搬業務委託
・大型塵芥車　154台×26千円＝4,004千円
・小型塵芥車　 16台×21千円＝336千円
・大型平ボディ車　26台×19千円＝494千円
・小型平ボディ車　 7台×13千円＝91千円
・軽トラック　1台×8千円＝8千円
■路上死亡動物回収業務委託
動物回収車　2台×19千円＝38千円）
④市内の一般廃棄物等収集運搬事業者（9者）

R5.10.1 R6.3.27 4,828,000
交付先：9者
（交付金額：4,828,000円）

原油価格高騰の影響を受けている
一般廃棄物等収集運搬事業者に対
し、緊急的な支援を行い、市民生
活に不可欠な一般廃棄物処理等の
安定化に寄与した。



実施
計画
No.

事業名 所管課
計画申請時の事業概要

（①目的・効果、②交付金を充当する経費内容、③積算根拠（対象数、単価等）、④事業の対象（交付対象
者、対象施設等））

事業始期 事業終期
充当対象
事業費

決算額（円）

成果
（定量評価）

効果検証

13 17
一般廃棄物許可収集
運搬支援事業

一般廃棄物対
策課

①コロナ禍における原油価格高騰に伴い燃料費の負担が増加している一般廃棄物等収集運搬事業者への支援
により、市民生活に不可欠な一般廃棄物処理等の安定化を図る。
②市内の一般廃棄物等収集運搬事業者の対象車両への交付金
③支援内容(し尿・浄化槽汚泥収集運搬：30～40千円/台　 86台、事業系一般廃棄物収集運搬：8～26千円/
台　302台)
（内訳：　■し尿・浄化槽汚泥収集運搬
・5ｔ車未満　　 66台×30千円＝1,980千円
・5t車以上　　　20台×40千円＝800千円
■事業系一般廃棄物収集運搬
・大型塵芥車 　167台×26千円＝4,342千円
・小型塵芥車　 18台×21千円＝378千円
・大型平ボディ 　60台×19千円＝1,140千円
・小型平ボディ  14台×13千円＝182千円
・軽トラック　　　 11台×  8千円＝　 88千円
・その他　　　　　32台×20千円＝640千円）
④市内の一般廃棄物等収集運搬事業者（56者）

R5.10.1 R6.3.27 8,422,000
交付先：47者
（交付金額：8,422,000円）

原油価格高騰の影響を受けている
一般廃棄物等収集運搬事業者に対
し、緊急的な支援を行い、市民生
活に不可欠な一般廃棄物処理等の
安定化に寄与した。

14 18
畜産業物価高騰対策
支援事業

農業振興課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける畜産農家への支援を行うことで、畜産農家の意欲向
上を図り、安定的な畜産経営を推進する。
②補助金（家畜の数に各単価を乗じた金額を助成）
③乳牛 　1,900頭×5,000円/頭＝ 9,500千円
  肉牛 　6,500頭×2,700円/頭＝17,550千円
　豚  　17,000頭×  500円/頭＝ 8,500千円
　家禽 630,000羽×   20円/羽＝12,600千円
　郵便料　26千円
　（合計）48,176千円
④乳牛、肉牛、豚、家禽（鶏・雉）を飼育している市内畜産農家　80戸

R5.6.26 R5.11.6 40,677,680 補助金交付件数：59件

コロナ禍における原油価格・物価
高騰の影響を受ける畜産農家に対
し、安定的な畜産経営のための支
援に繋がった。

15 19
物流等円滑化支援事
業

産業振興課

①コロナ禍における原油価格高騰に伴い、燃料費負担が増加している貨物自動車運送業等への支援により、
物流の円滑化及び本市経済の持続性向上を図る
②所有車両台数に応じて交付金を交付
③市内に本店、支店等を置く貨物自動車運送業及び一般貸切旅客運送業者約500社に対し、45千円×所有車
両台数の1/2
【積算】
　交付金　　200,000千円（500社×1社平均400千円）
　事務委託　12,000千円
貨物自動車運送業・一般旅客運送業

R5.10.2 R6.3.31 196,022,997

市内運送事業者等444社（法
人：353件／個人：91件）に交
付金184,050,000円を交付し
た。

原油価格の高騰に伴い、燃料費負
担が増加する中、当交付金を交付
することにより、価格転嫁が難し
い運送事業者等を支援することが
できた。

16 20
中小事業者等電力量
料金価格高騰対策支
援事業

産業振興課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けている中小事業者等の事業継続を支援するため、高圧
及び特別高圧電力量料金上昇分の一部を助成する。
②高圧及び特別高圧電力を利用する中小事業者等に対して、電力使用量に応じて交付金を交付
③高圧及び特別高圧電力で受電契約している市内中小事業者等約6,200件に対し、R5.1～6月分の電力使用量
×1円
交付金　：特別高圧　　245,686千円（20件×12,284,300円）
　　　　　高　　　圧　925,014千円（5980件×154,684.6円）
事務経費：36,000千円（申請受付、問い合わせ対応等委託費）
合計：1,206,700千円
④高圧及び特別高圧電力で受電契約している市内中小事業者

R5.10.2 R6.3.31 372,930,822
申請件数：1,023件
交付件数：994件
交付金額：336,944,235円

高圧及び特別高圧電力量料金上昇
分の一部を助成することにより、
エネルギー価格高騰の影響を受け
た中小事業者等を支援することが
できた。
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17 21

インバウンド推進事
業
(外国人観光客送客
助成事業)

観光・シティ
プロモーショ
ン課

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受けている市内宿泊施設を支援し、インバウンドの早期回復につな
げるため、訪日旅行取扱旅行会社を対象とした送客助成制度の実施によって、本市観光産業の基盤となる団
体旅行の獲得を図る。
②浜松市へ外国人観光客を送客する訪日旅行取扱旅行会社に対する助成
③宿泊者22,000人×2,000円＝44,000千円
　 観光施設滞在4,000人×1,000円＝4,000千円
　 事務経費2,000千円（申請受付、問い合わせ対応等委託費）
④訪日旅行取扱旅行会社

R5.7.1 R6.3.29 47,711,693 助成件数　23,207人泊分
新型コロナウイルス感染症の感染
拡大によって影響を受ける観光事
業者を支援できた。

18 22
バス交通等対策助成
事業（燃料費高騰支
援）

交通政策課

①コロナ禍による公共交通利用者減に加え、近年の原油価格高騰の影響により燃料費の負担が増加している
路線バスに対し、物価高騰対応事業として一時的な支援を行うことにより、公共交通の下支えを図る。
②路線バス事業に対する交付金
③
・市内の民間事業者が運行する路線バスに対する燃料費支援
　79千円×保有台数219台＝17,301千円
・市が委託する路線バス（自主運行バス、地域バス）に対する燃料費支援　262千円
令和5年4月から令和5年9月運行期間内における一昨年同月の運行に係る燃料費の差額を支援
④市内の民間事業者が運行する路線バス及び市が委託する路線バスの運行事業者

R5.7.21 R6.1.17 17,498,084

交付先：3社（17,498,084円）
・遠州鉄道㈱　17,301,000円
・遠鉄タクシー㈱　70,276円
・浜松バス㈱　126,808円

燃料価格の高騰により影響を受け
る民間路線バス及び市委託路線バ
ス運行事業者に対して支援を行う
ことで、公共交通の下支えに寄与
した。

19 23
バス交通等対策助成
事業（電気料高騰支
援）

交通政策課

①コロナ禍による公共交通利用者減に加え、近年の原油価格高騰の影響により電気料の負担が増加している
鉄道事業者に対し、物価高騰対応事業として一時的な支援を行うことにより、公共交通の下支えを図る。
②鉄道事業に対する交付金
③市内の民間事業者が運行する鉄道に対する電気料支援
　431千円×保有台数28台＝12,068千円
④市内の民間事業者が運行する鉄道の運行事業者

R5.7.21 R5.9.27 12,068,000
交付先：1社（12,068,000円）
・遠州鉄道㈱　12,068,000円

燃料価格の高騰により影響を受け
る民間鉄道事業者に対して支援を
行うことで、公共交通の下支えに
寄与した。

20 24 学校給食費管理事業 健康安全課

①コロナ禍において高騰する食材費の増額分について保護者負担を増やすことなく学校給食を実施する
②給食食材費の高騰に対し、給食費を据え置くために要する委託料
③委託料　137,422千円（原油価格や物価の高騰による学校給食費の増加分として、直近10か月の物価上昇
率を平均した地方別消費者物価指数を用いて算出。県学校給食会への食材調達委託。1食単価上昇額　幼稚
園14円、小学校16円、中学校19円）
【積算内訳】　 ※センター式は、1食単価上昇額のうち主食分を配分（小中幼、各センターに応じて単価は
異なる。）
　 小学校：自校式16円×4,514,955食＋センター方式12,187,374円
　 中学校：自校式19円×2,347,933食＋センター方式7,592,739円
　 幼稚園：自校式14円×22,571食＋センター方式347,142円
　 センター：センター方式128,752円
　 合計：137,422,008円
④園児（きずな給食実施園、センター受配幼稚園）、児童、生徒の保護者

R5.7.1 R6.3.31 128,754,548
児童生徒・園児への提供食数：
6,075,891食

食材価格が高騰する中で、従前通
りの質・量を維持した学校給食を
提供することができた。

21 25
学校給食食材購入事
業

健康安全課

①コロナ禍において高騰する食材費の増額分について保護者負担を増やすことなく学校給食を実施する
②給食食材費の高騰に対し、給食費を据え置くために要する需用費
③需用費　11,255千円（原油価格や物価の高騰による学校給食費の増加分として、直近10か月の物価上昇率
を平均した地方別消費者物価指数を用いて算出。1食単価上昇額　幼稚園14円、小学校16円、中学校19円）
【積算内訳】　※1食単価上昇額のうち副食分を配分（小中幼、各センターに応じて単価は異なる。）
　 小学校：6～8円×1,076,659食≒6,795千円
　 中学校：5～11円×544,811食≒3,950千円
　 幼稚園：11～12円×35,991食≒418千円
　 センター：7～11円×11,633食≒92千円
　 合計：11,255千円
④園児（センター受配幼稚園）、児童、生徒の保護者

R5.7.1 R6.3.31 10,628,451
児童生徒・園児への提供食数：
1,459,906食

食材価格が高騰する中で、従前通
りの質・量を維持した学校給食を
提供することができた。
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22 26
私立幼稚園教育振興
助成事業

幼保支援課

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する光熱費や食材費の負担軽減を図る
②高騰した光熱費、食材購入費に対する補助及び交付金
③4,050円×7,325人
④私立幼稚園　39園

R5.4.1 R6.2.28 16,629,000

私立幼稚園37施設
16,629,000円
（内訳）光熱費：12,505,000円
　　　　食材費： 4,124,000円

物価が高騰する中、保護者の負担
を軽減し、安心・安全な保育所運
営及び昼食を提供できた。

23 27 幼稚園事業運営経費 幼保運営課

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する食材費の増額分について、保護者の負担を増やすことな
く、安定した昼食を提供する
②高騰した分の食材購入費（補助及び交付金）
③2,000円×1,206人
④市立幼稚園にて外注食を提供する35園

R5.4.1 R6.3.29 636,050
補助金交付件数31園、対象児童数
1,054人

物価が高騰する中、昼食の保護者
負担を軽減することができた。

24 28 水道事業会計負担金
上下水道総務
課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける水道施設の動力費上昇分の運営支援による水道水の
安定供給により、市民生活や企業の経済活動等を支える
②動力費
③浄水場施設等　6,444千円
④浜松市水道事業会計

R5.4.1 R6.3.27 6,443,453 動力費の支援対象　計299施設
燃料費高騰に伴う動力費上昇分に
充てることで、水道水の安定供給
に寄与した。

25 29
下水道事業会計負担
金

上下水道総務
課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける下水道施設の動力費上昇分の運営支援による下水の
安定処理により、市民生活や企業の経済活動等を支える
②動力費
③管きょ　 　       　　  81千円
　ポンプ場　    　   2,692千円
　浄化センター　　26,200千円
④浜松市下水道事業会計

R5.4.1 R6.3.27 28,972,026
動力費の支援対象　計384施設
（マンホールポンプ等364、ポンプ
場15、浄化センター5）

燃料費高騰に伴う動力費上昇分に
充てることで、下水の安定処理に
寄与した。

26 30 指定管理者制度事業
アセットマネ
ジメント推進
課

①令和４年度にコロナ禍において原油価格・物価高騰等の影響を受けた指定管理者に対し、支援が必要と認
められる、光熱費に係る経費を交付することにより指定管理者制度導入施設における市民サービスの安定的
な提供を図る
②指定管理者が令和４年度分として支出した指定管理施設の電気料金、ガス料金、重油費、灯油費
③②の経費を、指定管理者選定年度ごとの指定管理料上限額の積算時の物価指数平均に対する令和４年度物
価指数平均の上昇率で除して得た額に、指定管理者選定年度ごとの市の支援率を乗じて得た額
147施設、177,977千円（見込）
④交付対象者：指定管理者、対象施設：147施設

R5.6.26 R6.1.17 177,129,419 対象の指定管理施設　145施設

当該事業により指定管理者を支援
することで原油価格・物価高騰下
においても公の施設を継続して運
営でき、また、市民サービスを継
続することができた。

27 31
駐車場事業特別会計
繰出金

交通政策課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等の影響を受けた浜松市の指定管理者に対し、指定管理者制度導入
施設における市民サービスの安定的な提供を図るため、予算の範囲内において必要と認められる経費を交付
金として交付し支援する。
②電気料
③指定管理者選定年度ごとの指定管理料上限額の積算時の物価指数平均に対する令和４年度物価指数平均の
上昇率（以下、「積算時比率」という。）で除して得た額に、掲げる指定管理者選定年度ごとの市の支援率
を乗じて得た額
※駐車場事業の場合、積算時比率140.6％、市の支援率20.6％
※交付金要綱による
④市営駐車場5施設、指定管理者1事業者

R5.6.26 R5.8.30 4,656,396 対象の指定管理施設5施設

当該事業により指定管理者を支援
することでコロナ禍においても公
の施設を継続して運営でき、また
住民サービスを継続することがで
きた。
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28 32
妊娠出産子育て支援
交付金

健康増進課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の状況において、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談
に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型の相談支援を充実し、経済的支援を一体として実
施
②応援ギフト交付金、交付金交付業務委託費、郵便料等
③(1)出産応援ギフト
　　  5,039人／年× 50千円＝ 251,950千円
　 (2)子育て応援ギフト
　　  5,246人／年×50千円＝262,300千円
　 (3)応援ギフト交付業務　132,131千円
 　(4)訪問・面談業務　12,788千円
 　(5)郵便料　1,936千円
 　(6)消耗品　1,080千円
④令和5年4月以降に妊娠・出産した者
　令和4年4月以降に妊娠・出産し、R4年度に申請をしなかった者

R5.4.1 R6.3.31 573,835,887
交付数　10,469人分
コールセンターでの相談受付件数
972件

新型コロナウイルス感染症の影響
により、心身や経済面で不安を抱
える妊産婦等に対して支援を行う
ことができた。また、オンライン
申請を導入したことで、新型コロ
ナウイルス感染症対策となるだけ
でなく窓口への訪問等妊産婦への
負担を減らすことにもつながっ
た。

29 33
障害者総合支援事業
費補助金

障害保健福祉
課

①新型コロナウイルスの感染者等が発生した障害福祉サービス等事業所の事業継続のため、補助金を交付す
る。
②障害福祉サービス等事業所の事業継続に要する新型コロナウイルス感染対策や人員確保等のためのかかり
まし経費に対する補助金
③（サービス継続支援事業）48事業所 26,971千円
　療養介護           　　    1,978千円 × 1事業所 ＝ 1,978千円
　生活介護            　　　    631千円 × 8事業所 ＝ 5,048千円
　就労継続支援Ａ型　　　  279千円 × 1事業所 ＝   279千円
　就労継続支援Ｂ型　　 　 294千円 × 1事業所 ＝   294千円
　児童発達支援　　　　　　  271千円 × 1事業所 ＝   271千円
　放課後等デイサービス   257千円 × 4事業所 ＝ 1,028千円
　短期入所　　　　　　　       146千円 × 7事業所 ＝ 1,022千円
　施設入所支援             1,013千円 ×12事業所 ＝12,156千円
　共同生活援助（介護サービス包括型）
                                        335千円 × 7事業所 ＝ 2,345千円
　共同生活援助（日中サービス支援型）
                                         259千円 × 4事業所 ＝ 1,036千円
　福祉型障害児入所施設   985千円 × 1事業所 ＝   985千円
　医療型障害児入所施設   529千円 × 1事業所 ＝   529千円
 （協力支援事業）7事業所 406千円
　就労継続支援Ａ型　  　　 147千円 × 1事業所 ＝   147千円
　共同生活援助（介護サービス包括型）
                                        167千円 × 1事業所 ＝   167千円
　居宅訪問型児童発達支援  11千円 × 1事業所 ＝    11千円
　計画相談支援　　　　    　  25千円 × 1事業所 ＝    25千円
　地域移行支援　　　　　      18千円 × 1事業所 ＝    18千円
　地域定着支援　　　　　      19千円 × 2事業所 ＝    38千円
④55事業所

R5.4.1 R6.3.29 7,223,000

浜松市新型コロナウイルス感染症
に係る障害福祉サービス事業所等
に対するサービス継続支援事業費
補助金交付件数　39件

新型コロナウイルスの感染者が発
生等した障害福祉サービス事業所
における感染症拡大防止対策や人
員確保、利用者が必要とするサー
ビスを確保するための協力に係る
経費を支援することで、継続して
障害福祉サービスを提供すること
ができた。

30 34

キャッシュレス決済
推進事業（デジタ
ル・ガバメント推進
事業）

デジタル・ス
マートシティ
推進課

①キャッシュレス化の需要の高まりに対応し、市民の利便性向上を図るとともに、非接触の環境を整えるこ
とで、新型コロナウイルス感染症対策に寄与する。
③需用費　44千円（レシートロール紙）
　 役務費　21,522千円（インターネット回線通信料、アプリ利用料 等）
④各区役所、協働センター等

R5.4.1 R6.3.31 17,233,000
証明発行を行う窓口（64箇所）と
博物館でキャッシュレス決済を利
用することができた。

キャッシュレス決済を導入したこ
とにより、市民サービスの向上及
び業務効率化が図られたととも
に、感染拡大防止に寄与した。
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No.
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（①目的・効果、②交付金を充当する経費内容、③積算根拠（対象数、単価等）、④事業の対象（交付対象
者、対象施設等））

事業始期 事業終期
充当対象
事業費

決算額（円）

成果
（定量評価）

効果検証

31 35
新型コロナウイルス
感染症対策貸付金利
子助成事業

産業振興課

①静岡県経済変動対策貸付（新型コロナウイルス感染症対応枠）の利子助成による実質無利子化
②静岡県経済変動対策貸付（新型コロナウイルス感染症対応枠）の融資にかかる県利子補給後の利子1.3％
または1.4％の利子額3年分について、前年度3月末までに支払った額を翌年度に補助金として交付。交付時
期は令和3年度から令和8年度。
③総利子補給額（R3～R8) 2,838,827千円
　R5補助金交付見込み額　777,000千円
　（①普通保証、SN5号保証分　6,048,345,833円(R4残高平均)×1.4%(利子補給率)＝84,676,842円　②SN4
号保証、危機関連保証　53,251,339,182円(R4残高平均)×1.3%(利子補給率)＝692,267,409円）
  コールセンター設置　15,000千円
④静岡県経済変動対策貸付（新型コロナウイルス感染対応枠）の融資対象者

R5.4.28 R6.1.31 755,010,000

静岡県の新型コロナウイルス感
染症対応枠の貸付を利用してい
る2,947社（法人2,448、個人
499）に、739,446,237円を交付
した

当制度の活用により、静岡県の新
型コロナウイルス感染症対応枠の
利率が実質ゼロになるということ
もり、新型コロナウイルス感染症
の影響で売上が減少した中小企業
者の資金繰りが円滑化された。

32 36

行政手続きオンライ
ン化推進事業（デジ
タル・ガバメント推
進事業）

デジタル・ス
マートシティ
推進課

①行政手続き等のオンライン化を推進することで、市役所に来庁しなくても手続きが完了するなど、市民の
利便性向上と業務効率化を図るとともに、非対面の環境を整えることで、新型コロナウイルス感染症対策に
寄与する。
②汎用電子申請システム利用料及び決済手数料 等
③役務費　13,811千円（システム利用料及び決済手数料 等）
 　委託料　1,100千円（フォーム作成等の支援業務委託料）
④市民、事業者等

R5.4.1 R6.3.31 12,514,000

オンライン化された手続きにおい
て、約22％がオンラインによって
申請され、オンラインによる申請
件数も前年度から約15万件増加し
ている。

オンライン申請の普及により、窓
口業務の負担軽減につながるとと
もに、市民及び職員の感染拡大防
止に寄与した。

33 37 小学校運営事業 教育施設課

①消毒液等を学校に配備することにより新型コロナウイルス感染症感染防止を図る。
②消毒液等の購入経費
③90千円×29校 + 135千円×28校 + 180千円×39校　= 13,410千円
④浜松市立小学校

0

34 38 中学校運営事業 教育施設課

①消毒液等を学校に配備することにより新型コロナウイルス感染症感染防止を図る。
②消毒液等の購入経費
③90千円×15校 + 135千円×15校 + 180千円×18校　= 6,615千円
④浜松市立中学校

0

35 39
市立幼稚園　新型コ
ロナウイルス感染症
等対策事業

幼保運営課

①市立幼稚園における新型コロナウイルス感染防止対策
②市立幼稚園感染拡大防止対策物品の購入（需用費）
③100千円×60施設＝6,000千円
④市立幼稚園　60施設

R5.4.1 R6.2.20 3,650,578
市立幼稚園
消毒液204本等を購入

消毒液や衛生用品を配備すること
により、事業実施における感染拡
大防止に寄与した。

36 40
救急高度化推進整備
事業

警防課

①新型コロナウイルス感染防止対策として感染防止衣を購入し、救急隊員の感染防止対策に万全を期すもの
②感染防止衣の購入経費
③感染防止衣　（上衣）1,356着×1,100円　（下衣）1,356着×770円
　　　　　　　　　 （上衣）120着×16,280円 　（下衣）120着×8,800円
④救急隊員

R5.4.1 R5.9.7 4,096,400

感染防止衣（リユースタイプ）
105式（上下）及び感染防止衣
（ディスポタイプ）700式（上下）
の購入

万全な感染防止対策が講じれたこ
とにより、安全・確実な救急業務
が遂行でき、傷病者への安定的な
救急サービスの提供に寄与した。

37 42
3密対策事業者支援
事業

観光・シティ
プロモーショ
ン課

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている店舗、事業所等における３密対策の促進
②３密対策として購入、設置する機器や改修費用等の助成
③R2年度に設置した空調設備等のR4年度分リース料に対する補助
　1事業者あたり補助率1/2、上限30万円
　102,300円×10事業者≒1,023,000円
④接客や密集、密接、密閉が高い業種で市内で別に定める事業を運営する中小企業及び個人事業主

R5.4.1 R6.3.27 415,407

交付件数：47件
（交付金額：1,460,744円）
【上記のうち交付金充当対象】
交付件数：10件
（交付金額：415,407円）

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大を受け、感染防止対策を実施
する市内の事業者を支援できた。

38 43 海外販路拡大事業 農業水産課

①海外販路拡大を目的とした海外渡航に際し、新型コロナウイルスにり患していないことを確認、証明する
ことで、他者への新型コロナウイルス感染症拡大を防止するもの。
②海外渡航に伴う必要証明書等諸経費
③80千円(渡航証明書）×８回
④海外渡航職員
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39 45
庁議等デジタル化に
係る経費（企画デジ
タル運営経費）

企画課

①新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を行うため、ソーシャルディスタンスの確保及びペーパーレス
化による接触感染リスク低減のため庁議等をオンラインで開催する。
②役務費、需用費
③タブレット賃借料（電話料）42台　152,800円×12か月＝1,833,600円
　光回線使用料　5,115円×12か月＝ 61,380円
　プロバイダ料　10,780円×12か月＝129,360円
　消耗品　ケーブル　2,480円×10個＝24,800円
④市

40 46
ネットワーク等維持
管理事業

情報システム
課

①職員のテレワーク環境整備、フリーアドレス環境整備、WEB会議環境整備によって、新型コロナウイルス感染症対
策として非接触・非対面の環境を整える。
②端末代・通信費・各種ソフトウェア使用料
③
（1）テレワーク対応費用（2,495,790円）
　　 テレワークドングル35台分（電話料）
　　 207,983円（月額）×12＝2,495,790円
（2）LGX用chromebook関連経費（23,232,416円）
　　 R2年度導入113台分（電話料）：6,803,776円
　　 R3年度導入100台分（電話料）：5,011,596円
　　 R4年度導入100台分（電話料）：5,084,916円
　　 R5年度導入 16台分（電話料、手数料、賃借料）：713,152円
　　 R2-4年度導入端末分GWSライセンス料：5,618,976円
（3）WEB会議用タブレット等関連経費（1,640,804円）
　　 各区等に配備しているタブレット11台分（電話料）：570,820円
　　 上記端末管理用MDM（手数料）：52,998円
　　 WEB会議用chromebook
　　 R4年度導入20台分（電話料）：1,016,986円
④浜松市職員

R5.4.1 R6.3.31 27,368,726

以下の端末を導入し、非接触・非
対面の環境を整えた。
・テレワークドングル35台
・LGX用chromebook329台
・タブレット11台
・WEB会議用chromebook20台

職員のテレワーク環境整備、フ
リーアドレス環境整備、WEB会議環
境整備によって非接触・非対面の
環境を整え、業務継続性の確保と
感染拡大の防止につながった。

41 47

はままつ健幸クラブ
事業（浜松ウエルネ
スプロジェクト事
業）

ウエルネス推
進事業本部

①登録者の健康管理機能や健康ポイント付与機能などを有した浜松市公式ヘルスケアアプリ「はままつ健幸
クラブ」を運用することにより、ウィズコロナ、ポストコロナにおける「浜松ウエルネスプロジェクト」へ
の市民参加の拡大や、市民の健康増進活動等の促進、健康無関心層の行動変容などにつなげる。
②委託料
③委託料一式8,415千円（アプリ運用（サーバー・WEB利用料）、インセンティブ費用、管理費用）
④地方公共団体

R5.4.1 R6.3.31 8,415,000 アプリ登録者数：13,831人

「浜松ウエルネスプロジェクト」
への市民参加の拡大や、市民の健
康増進につなげることができた。
アプリのアンケート機能による調
査では、80％の利用者がアプリに
満足しており、49％の利用者がア
プリ登録後に生活習慣が変わった
と回答。
また、アプリ活用による日々の
ウォーキングや生活習慣チェッ
ク、健（検）診結果の記録等の活
動を通して、市民の健康増進が図
られ、新型コロナウイルス感染症
予防の一助となったと考える。

42 48
区役所デジタル運営
経費

天竜区区振興
課

①庁舎間や施設間のオンライン環境の整備や施設間のライブ配信システムを構築し、新型コロナウイルス感
染症対策として非接触・非対面の環境を整える。
②オンライン環境の整備及びライブ配信環境の整備にかかる経費
③タブレット通信料53千円、光ファイバ回線使用料404千円、ライブ配信業務委託料330千円、大型モニター
購入費用109千円
④天竜区役所、協働センター4施設、光明ふれあいセンター、天竜区文化施設5施設
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43 49

地域力向上事業
（区課題解決事業）
新しい生活様式に対
応したオンライン会
議実践講座

中央区区振興
課（旧中区）

①新型コロナウイルス感染防止対策として、オンライン会議開催の需要が高まる中、地域の活動拠点に配置された
コミュニティ担当職員及び地域自治会連合会の役員に対してオンライン会議開催及びオンラインでのグループワー
ク機能を学習する講座を開催し、地域における持続的な感染防止対策に資することを目的とする。
②中区コミュニティ担当職員を対象としたオンライン会議講座の開催経費、及び中区自治会連合会理事を対象とし
たオンライン会議実践講座の開催経費
③委託料803千円
④中区コミュニティ担当職員及び中区自治会連合会理事

R5.4.1 R5.12.28 803,000

実施回数：2回
対象：中区コミュニティ担当職員
（11名）、中区自治会連合会理事
（14名）
参加者数：延べ36名
※中区自治会連合会理事を対象と
したオンライン会議実践講座で
は、中区コミュニティ担当職員が
理事をサポートできるように同席
して実施

新型コロナウイルス感染症対応と
して、非接触、非対面の環境であ
るオンライン会議を実際に体験し
てもらうことにより、実施する上
での基本的な操作について習得す
ることができた。受講後のアン
ケートでは、今後オンライン会議
を利用したいと思う」、「必要が
あれば利用したい」と回答した人
が70％を占めており、オンライン
会議の方法を知ってもらうきっか
けを創出できたことで、オンライ
ン会議の開催を可能とする目的を
果たすことができ、感染拡大防止
に寄与した。

44 50

らくらく窓口証明書
交付サービス導入事
業（証明書コンビニ
交付運用事業、ネッ
トワーク等維持管理
事業）

市民生活課
情報システム
課

①新型コロナウイルス感染症対策として、区役所にコンビニ交付を体験できるサービス機を導入し、コンビ
ニ交付サービスに不慣れな市民に対して、利用支援を行なう。
②らくらく窓口交付サービス導入に伴う経費
③委託料　 715千円（証明発行サーバ設定作業）
　使用料及び賃借料    1,002千円（利用者端末リース料）
　工事請負費　工事費  4,400千円（配線工事）
④各区区役所

R5.4.1 R6.3.31 3,362,260

らくらく窓口証明書交付サービス
利用件数（R5.10～R6.3）
・戸籍事項証明書　8,317件
・住民票の写し　 11,970件
・印鑑登録証明書　9,615件

らくらく端末での証明書交付及び
コンビニ交付への誘導を促進でき
たことで、請求者と職員の接触が
減少し感染症拡大防止に寄与し
た。

45 51
書かない窓口導入事
業

市民生活課

①新型コロナウイルス感染症対策として、行政窓口のデジタル化を図ることで、書かない窓口を実現し、非
接触の環境を整える。
②書かない窓口運用に伴う動線整理のためのレイアウト変更費及びシステム保守費
③需用費　253千円（仕切りパネル等）
　役務費　3,890千円（発券機移設設定手数料）
　委託料　29,823千円（システム保守料等）
　工事請負費　14,939千円（配線工事等）
　備品購入費　3,354千円（番号発券機等）
④中区役所・西区役所

R5.4.1 R6.3.31 50,105,177
書かない窓口導入施設数
・57施設（区役所・行政センター
等）

記載台及びボールペン記入が不要
となり、来庁者間での物品接触が
減少した。
また、窓口対応時間も減少し、待
合席の混雑が緩和されたことで感
染症拡大防止に寄与した。

46 52 庁舎等整備事業 資産税課

①課内レイアウト変更し来庁者待合いスペースと職員間の間隔を確保することにより、新型コロナウイルス
感染症対策として非接触・非対面の環境を整える。
②カウンター、棚等の設置等
③棚、カウンター設置等の費用1,928千円
④元目分庁舎資産税課

1,958,000

47 53
保育材料及び児童給
食賄料事業

幼保運営課

①市立保育所における新型コロナウイルス感染防止対策
②市立保育所感染拡大防止対策物品の購入（需用費）
③69千円×20施設＝1,380千円
④市立保育所　20施設

R5.4.1 R6.3.1 1,310,441
市立保育所
消毒液164本等を購入

施設内の消毒や衛生用品の整備に
より、保育所等における感染拡大
防止に寄与した。

48 54

3歳児歯科健康診査
個別実施事業（妊産
婦乳幼児健康診査事
業）

健康増進課

①新型コロナ感染症拡大防止のため３歳児歯科健診を集団健診から個別健診にて対応するもの
②３歳児歯科健診委託料
③@4,301×3,807人≒16,374,000円
④受託医療機関

R5.4.1 R6.3.31 16,389,725 受診者数　3,948人
新型コロナウイルス感染症の感染
予防を図り、滞りなく歯科健診を
実施することができた
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49 55
PCR検査センター設
置運営事業

保健総務課

①PCR検査センターの運営により、新型コロナウイルス感染症の検体採取能力を拡充し、迅速に検査を実施
できる体制を整備するもの。
②検査対象者の検体採取所への交通誘導業務委託
③委託料
　　平日18,000円×2人×43日×1.1＝1,703千円
④地方公共団体

87,000

50 56

パルスオキシメー
ターを活用した健康
管理事業（感染症対
策事業）

生活衛生課

①新型コロナウイルス感染症が5類に移行したことに伴い保健所が患者の健康管理を行う法的根拠がなく
なったため、これまで保健所が患者の健康管理のため貸し出していたパルスオキシメーターを当該患者の診
療の一助とするため市内医療機関に配備する。
②パルスオキシメーターを医療機関に郵送するための郵便料
③　@300×5件＝1,500円、@510×429件=218,790円、@605×88件=53,240円、@693×20件＝13,860円、@710×45
件=31,950円、@836×20件=16,720円　合計　336,060円
④市内の医療機関、医師が常駐する施設及び居住系の社会福祉施設

R5.5.1 R5.12.31 336,060 配付個数　3,682個

新型コロナウイルス感染症が５類
に移行したことに伴い保健所によ
る健康管理が行われなくなったた
め、重症度の目安の一つである血
中酸素濃度を測定するパルスオキ
シメータを医療機関や居住系の施
設等に配付することにより患者の
診療・健康管理の一助とすること
ができた。

51 57

検査費用及び入院医
療費の公費助成にか
かる診療報酬審査手
数料（感染症対策事
業）

生活衛生課

①新型コロナウイルス感染症診断のための検査及び当該感染症患者の入院医療費（公費）について、診療報
酬の審査・支払を委託している国民健康保険団体連合会及び社会保険診療報酬支払基金に対して診療報酬審
査支払手数料を支払うもの。
②診療報酬審査支払手数料
③ @83×52,900件≒4,391,000
④国民健康保険団体連合会及び社会保険診療報酬支払基金
新型コロナウイルス感染症が5類に移行するにあたり令和5年5月1日以降の入院医療費及び令和5年5月8日以
降の検査は市が負担する公費の対象外となったが、月遅れ請求等による審査支払手数料の請求を令和6年3月
まで見込む。

R5.4.1 R6.3.31 4,389,693 審査支払件数　53,554件

専門的な知識が必要な診療報酬の
審査を毎月迅速に行い、かつ市内
の医療機関700件あまりに遅滞なく
支払う業務を実施できる機関は国
民健康保険団体連合会及び社会保
険診療報酬支払基金のみである。

52 58
WEBフードテーマ
パーク事業

農業水産課

①新型コロナ感染症を防止するため、オンライン型体験プラットフォームをWEB上で提供。非対面・非接触
でのプロモーションを行い、新型コロナウイルス感染症拡大を防止した上で、浜松市の食資源の認知度向上
を図り、はままつ産への愛着を育む。
②コンテンツの作成、オンラインイベントの実施等
③委託料　10,000千円
④食に関心のある人、小学生とその親

R5.8.18 R6.3.31 9,999,999 サイト訪問者数：約65,000人

新型コロナウイルス渦を経てオン
ライン需要が伸びている情勢にお
いてWEBサイトを活用。全国の食に
関心のある層などに向けて、浜松
の食資源の認知度向上を図ること
ができた。

53 59
空き店舗利活用事業
費補助金（商業者支
援事業費助成事業）

産業振興課

①コロナ禍で疲弊した商店街の活性化及び商業の振興を図るため、空き店舗等へ出店する事業に対し補助。
②補助対象経費：空き店舗等契約に係る初期費用等・建築改装費・設備改修費
③（1,500千円×8名）＋（1,000千円×6名）＋（500千円×6名）＝21,000千円
④商店街の空き店舗等に新しく出店する事業者又は市中心部の区域内の空き店舗等に新しく出店する事業者

R5.4.1 R6.2.21 7,893,000

交付件数：14件
（交付金額：18,236,000円）
【上記のうち交付金充当対象】
交付件数：6件
（交付金額：7,893,000円）

新型コロナウイルスの影響により
増加した空き店舗への出店を補助
することで、地域経済活性化に寄
与した。
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54 60

都心オフィス進出支
援事業費補助金（都
心業務機能集積促進
助成事業）

産業振興課

①コロナ禍における地域経済の活性化対策として、中心市街地へ新たに事務所等を開設する事業者に対し、
その費用の一部を助成することで、就業人口の増加及び雇用機会の拡大を図ることを目的とする。
②補助金
③補助金交付額　38,000千円（合計9件）
一般オフィス（事務所賃料の1/2、上限月100千円）
大型オフィス（事務所賃料の1/2、上限月1,000千円、
　　　　　　　　通信料の1/2、上限500千円、
　　　　　　　　新規常時雇用者1人あたり500千円）
④市内へ新たに進出する企業等

◎一般オフィス（賃料補助）
・継続助成分　合計1,800千円
51千円×3カ月×1事業者、100千円×5カ月×1事業者、41千円×12カ月×1事業者、54千円×12カ月×1事業
者
・新規助成分　合計3,600千円     100千円×12カ月×3事業者
◎大型オフィス（賃料、通信料及び新規雇用者補助）
・継続助成分　合計23,000千円
賃料1,000千円×12カ月×1事業者、通信料　500千円×12カ月×1事業者、新規雇用　500千円×10人
・新規助成分　合計9,600千円
賃料500千円×12カ月×1事業者、通信料　300千円×12カ月×1事業者

R5.4.1 R5.10.18 653,000

交付件数：7件
（交付金額：25,166,000円）
【上記のうち交付金充当対象】
交付件数：2件
（交付金額：653,000円）

オフィス進出の支援を通じ、新型
コロナウイルスの影響を受けた中
心市街地の活性化や雇用機会の拡
大を図った。

55 61
公共交通推進事業
（バス交通等対策助
成事業）

交通政策課

①新型コロナウイルス感染症の感染防止対策として、市内公共交通に新たなキャッシュレス決済方法にクレ
ジットカード等を活用したタッチ決済を導入することにより公共交通における利便性の向上を図る。
②市内の民間事業者が運行する路線バス、高速・空港バスに対するタッチ決済導入経費に対する助成
③助成額：10,518千円（導入事業費63,110千円の1/6）
④１社、導入車両数：９０台

R5.10.26 R6.3.27 10,518,000
交付先：1社（10,518,000円）
・遠州鉄道㈱　10,518,000円

新たなキャッシュレス決済方法を
導入する民間交通事業を支援する
ことにより、公共交通における利
便性の向上を図った。

56 62
障害福祉施設等物価
高騰対策費助成事業

障害保健福祉
課

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けている障害者支援施設及び障害児入所施設の負担を軽減するた
め、食材料費に係る助成を行う。
②障害者支援施設及び障害児入所施設を運営する事業者への食料品価格上昇相当の一部を支援することに要
する経費
③補助金21,017千円（20事業所）
・障害者支援施設
　1人1日あたり補助基準額101.43円×定員890人×366日×1/2＝16,520千円
・障害児入所施設
　1人1日あたり補助基準額87.75円×定員280人×366日×1/2＝4,497千円
④障害者支援施設、障害児入所施設

57 63
介護施設等物価高騰
対策費助成事業

介護保険課

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けている介護施設等の負担を軽減するため、特定入所者が入所する
介護施設等に対し、食費に係る助成を行う。
②介護施設を運営する事業者への食料品価格上昇相当の一部を支援することに要する経費
③補助金97,539千円（223事業所）
・介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、短期入所生活介護、短期入所療養介護、地域密着型
介護老人福祉施設（合計223事業所）
特定入所者数　4,100人　×　補助基準単価　130円（特定入所者１人につき１日当たり）　×　366日　×
補助率１/２　＝97,539千円
④介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、短期入所生活介護、短期入所療養介護、地域密着型
介護老人福祉施設

R5.12.13 R6.3.13 86,416,590 補助金交付件数　58件

新型コロナウイルス感染症の影響
が長期化する中で、原油価格・物
価高騰による影響を受けている介
護サービス等事業者に対して支援
を実施することで、食費の負担を
軽減した。
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58 64
再エネ・省エネ推進
事業

カーボン
ニュートラル
推進事業本部

①コロナ禍における光熱費および燃料費高騰の影響を受けている市民生活を支援するため、住宅用省エネ設
備や省エネ住宅、電気自動車の導入を補助する。
②住宅用省エネ設備や省エネ住宅、電気自動車の導入にかかる費用
③・ＺＥＨ 300千円 100件
　・スマートハウス 蓄電池 100千円 600件
　・ヴィークル・トゥ・ホーム対応型充電設備 100千円 30件
　・燃料電池コージェネレーションシステム 60千円 100件
　・太陽熱利用システム 20千円 50件
　・太陽光発電システム 20千円 400件
　・電気自動車 1千円/kWh 250件
④令和5年度に上記補助対象設備等を導入した市民

59 66
天竜材の家百年住居
る助成事業

林業振興課

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する資材費の負担軽減を図るとともに、天竜材（FSC認証
材）の流通量増加による林材業の活性化を推進する。
②市内に新築又は増築する住宅のFSC認証材購入経費
　（1）天竜材の購入量に対する支援
　（2）FSC-COC取得工務店の建築による加算
③＜制度拡充後＞
　 　（1）300千円×180棟＝54,000千円
　 　（2）200千円×125棟＝25,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　計79,000千円
　 ＜制度拡充前＞
  　 （1）250千円×180棟＝45,000千円
   　（2）100千円×125棟＝12,500千円
　　　　　　　　　　　　　　　計57,500千円
　　制度拡充後-制度拡充前＝21,500千円
④FSC認証材使用住宅を建築する建築主

R5.4.1 R6.3.27 10,724,000

交付件数：142件
（交付金額：57,990,000円）
【上記のうち交付金充当対象】
交付件数：26件
（交付金額：10,724,000円）

コロナ禍による消費低迷や物価高
騰対策として、天竜材を多く使用
する住宅の建築費補助制度を実施
することで、高騰する資材費の負
担軽減を図るとともに、天竜材の
需要喚起や流通量の確保に繋がっ
た。

60 67
中心市街地活性化施
策調査研究事業

産業振興課

調査検討事業一式：9,570千円
　・現況調査・分析
　・関係者ヒアリング検討・実施・記録作成
　・街頭アンケート検討・実施・記録作成
　・ワークショップ検討・開催・運営委託費
　・成果物作成

R6.8.1 R6.3.11 5,777,200 ―

現況調査等を通じて、新型コロナ
ウイルス感染症拡大後における中
心市街地の課題が整理され、今後
のまちづくりにおいて目指すべき
方向性を検討することができた。

61 68 休日救急医療事業 健康医療課

①新型コロナウイルス感染症や季節性インフルエンザ同時流行の懸念に対し、年末年始に発熱外来に対応す
る休日当番医にあたる医療機関のひっ迫を避け、安定して休日当番医を確保するため、年末年始の休日当番
医にかかる委託料を増額
②年末年始の休日当番医にかかる委託料
③30医療機関×322,707円＝9,682千円
　18医療機関×346,500＝6,237千円
　5医療機関×265,650円＝1,328千円
　7医療機関×244,860円＝1,714千円
　60薬局×33,000円＝1,980千円
④年末年始に発熱外来に対応する休日当番医（市委託分）

R5.12.30 R6.1.3 13,866,600
年末年始発熱外来対応　89医療機
関

年末年始の新型コロナウイルス感
染症とインフルエンザ同時流行の
危険性に対し、発熱外来対応の医
療機関を確保することができた。

62 69 農業経営塾開催事業 農業水産課

①次代の浜松の農業をけん引し、アフターコロナに対応できる農業者の育成を図るため、リーダーシップや
組織管理、マーケティング等の経営能力を身につける農業経営塾（全8回）を開催する。
②経営塾開催のための講師謝礼、会場借上費
③講師謝礼1,986千円(全8回分）、会場借上費66千円
④浜松市内在住 または市内で営農している農業者やその後継者、従業員等

R5.4.1 R6.2.15 2,490,640
・農業経営塾受講生7名
・農業経営塾講座8回開催

受講生アンケートにおいて、先進
的な農業経営や経営理念等を学ぶ
ことができ、大変参考になったと
の意見がほとんどであり、受講生
の満足度が高かったことから、ア
フターコロナに対応できる次代の
浜松農業をけん引する農業者の育
成を図ることができたと考える。
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63 70
スマート農業推進事
業

農業水産課

①先端技術により農業現場の省力化を推進し、先端技術により農業現場の生産性向上、労務環境改善を推進
し、コロナ禍で打撃を受けた生産者の支援及びアフターコロナにおける農業の成長産業化を後押しする。
②スマート農業機器の購入費に対する補助
③交付上限額6,000千円×5件
④浜松市の認定農業者のうちスマート農業を推進する者

R5.4.1 R6.3.27 26,809,000
補助金交付件数：7件
（交付金額：26,809,000円）

スマート農業機器の導入を補助す
ることにより、農作業の省力化に
よる三密回避と、コロナによる人
材不足の補完が図られた。
またコロナ禍により打撃を受けた
農家の支援及びアフターコロナを
想定した成長産業化を後押しし
た。

64 71

家康プロジェクト食
文化会事業（食と農
の地域ブランド推進
事業）

農業水産課

①2023年の大河ドラマ「どうする家康」の放送を好機とし、本市の農林水産物等のすばらしさを全国へ効果
的に発信し、「浜松パワーフード」のブランド化を推進することで、アフターコロナにおける本市への食目
的の来客増、浜松産品の消費拡大を図り、コロナ禍で影響を受けた市内事業者等の回復につなげる。
②イベント企画運営業務
③委託料　12,782千円
④市内外食に関心のある人

R5.5.15 R6.3.29 12,782,000

フルーツパークイベント来場者：
約5,000人
インスタライブ参加者：
閲覧者約300人、アーカイブ動画視
聴数約6,100人

アフターコロナにおけるリアルイ
ベントを実施し、リアルでの浜松
市の農産物等のPRができた。ま
た、コロナ渦を経てオンライン需
要が伸びている情勢においてオン
ラインでのPRもでき、リアル、オ
ンライン両方での浜松市の農産物
等の認知度向上につながった。

65 72
地域農業パワーアッ
プ支援事業

農業振興課

① コロナ禍における原油価格や物価高騰の影響によるコスト増に直面している農業者が、本補助金を利用
し、将来にわたって安定的な農業生産が行われるような取り組みすることで、農業者の意欲向上につなが
り、地域農業のさらなる発展を目指す
②補助金 15,000千円
③
(1)新規作物や新品種導入のための調査研究、生産流通の改善のための調査・研究　　6件、3,000千円（上
限500千円）
(2)コスト削減やカーボンニュートラル対応が期待できる農業用施設・機械当の新規導入
施設4件、8,000千円（上限2,000千円）/機械8件、4,000千円（上限1,000千円）
④
（1）市内の農業協働組合又は農業者組織
（2）市内認定農業者又は認定新規就農者

R6.6.1 R6.3.21 11,998,000 補助金交付件数：14件

コロナ禍における原油価格・物価
高騰の影響によるコスト増に直面
している農業者に対し、安定的な
農業生産を行うための支援に繋
がった。

66 73
食肉流通安定化支援
事業（畜産振興支援
事業）

農業振興課

①畜解体事業の維持により、コロナ禍における畜産振興及び食肉流通の安定化を図る
②負担金 44,212千円
③手数料等の収入を除いたと畜解体事業に要する実費
④静岡県経済農業協同組合連合会

R6.8.21 R6.3.27 14,191,000
食肉流通安定化支援事業費負担金
の交付

コロナ禍における畜産振興及び食
肉流通の安定化を図るための支援
に繋がった。

67 74
産業イノベーション
支援事業

産業振興課

①新型コロナ感染症等の急速に変化する外的環境に対応し、既存産業の高度化・高付加価値化や成長市場・
新産業の創出を図るための中小企業支援を実施する。
②相談・販路開拓支援・新事業創出支援等の中小企業支援に係る事業に充当。
③委託料　179,967千円
④市内中小企業


